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第７章 橋 梁 工  

 

１．鋼橋製作工  

 (1) 一 般 

  1) 製作工期 

    鋼道路橋製作工事における工期の考え方は下記を標準とし、これにより難い場合は別途考慮

すること。 

   ｲ) 材料発注    ３カ月 

   ﾛ) 製  作   100ｔ／月 

  2）製作工期最低製作期間６ヶ月 

上記1)と2)を比較し製作工期が長い方を設定すること。 

3)工場製作を伴うものの準備期間については以下の期間とする。 

・工場製作前の準備期間としては３０日を見込むものとする。 

・工場製作後の現場着手までの準備期間については、工場製作期間と鋼橋架設工の準備期間を

重複させることができる。 

例）鋼重４００ｔの鋼橋架設工事（工事規模２億円程度）の場合（現場架設に要する日数が５ヶ月と想定） 

工場製作前準備期間３０日＋工場製作７ヶ月＋架設５ヶ月＋後片付け３０日＝１４ヶ月 
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(2) 材 料 

1) 鋼床版のＵリブについて 

  Ｕリブについては、Ｕ形鋼の数量計上であっても鋼板材として集計し、小型材片の製作工数

として計上することを基本とする。 

2) ＣＴ形鋼について 

 

                           ＣＴ形鋼（橋梁用） 

 

 

 

   ※Ｈ´＝２×Ｈ(２～３)のシリーズのＣＴ形鋼エキストラを採用する。 

    ＣＴ形鋼 95×152×８×８の単価例 

    橋梁用Ｈ形鋼実勢価格＋規格エキストラ＋ＣＴ形鋼エキストラ＋サイズエキストラ 

     (200～350)      (SS400)   (175～250ｼﾘｰｽﾞ)  (JISサイズ以外） 

      90,500    ＋   1,000  ＋   16,000   ＋   1,000 

    ＝ 108,500円／ｔ         （物価資料 平成12年２月による例） 

    ※ 鉄鋼販売価格は、物価版と積算資料との平均単価とする。また、各エキストラについて

も同様とする。 

      前記単価例で、サイズエキストラは物価版に記載されている橋梁用エキストラと、積算

資料のサイズエキストラ(JISサイズ以外）を使用すること。 

  

標準断面寸法 mm 
素材 

Ｈ形鋼 
備考 

Ｈ×Ｂ ｔ 1 ｔ 2 

95×152 8 8 200×150  

118×176 8 8 

250×175 

 

119×177 9 9  

118×178 10 8  

118×249 8 8 250×250  

142×200 8 8 
300×200 

 

144×204 12 10  

165×251 10 10 350×250  
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(3) 製 作 

  1) 本体の仮組立の簡略化について 

次のｲ)～ﾊ)に示す条件をすべて満たす橋梁については、原則として本体の仮組立を簡略化す

るものとし、補正係数εを用いて本体の仮組立工数を低減する。 

     ｲ) 鈑桁橋（Ｉ形断面）又は箱桁橋であること 

     ﾛ) 直橋であること 

     ﾊ) 鈑桁橋では斜角が75°以上、箱桁橋では斜角が90°であること 

     ただし、特段の理由がある場合には、この限りではない。 

    

（運用） 

①  上記基準における「直橋」とは、桁が直線である橋をいい、支点折れ桁を含むと考え

てよい。 

 

 

 

 

 

 

 

             （参考）支点折れ桁事例 

 

    ②「ただし、特段の理由がある場合」の例として、次のものがある。 

     ・桁高が変化する場合 

     ・箱桁では、溶接継手を採用する場合 

     ・ベント架設以外の架設方法を採用する場合 

     ・その他、「標準的」と解釈できない理由がある場合 

 

    ※ 支点間折れ桁については、斜角が75°以上であれば、直角と判断する。 

 

2) 側道橋 

    歩行者、自転車、荷車又は耕運機の通行に供するために、既設橋梁にブラケット等で添加す

る橋梁、下部工を拡幅して設置する橋梁又は単独橋として設置する橋梁に適用する。 

   ｲ) 主桁に製作桁を使用する場合 

     第７章①・３鋼橋製作費の橋梁形式に該当する場合は、第７章①・３・３－１・表３．１

～７によるものとする。 

     ただし、横断歩道橋の標準設計のＩ型又はＣ型と同一又は類似の場合は、第７章①・４・

４－１・表４．１の標準工数によるものとする。 

   ﾛ) 高 欄 

     横断歩道橋の標準設計と同一又は類似の場合は、第７章①・４・４－１・表４．１の高欄

の標準工数によるものとする。 

その他の場合は、第７章①・３・３－１・表３．14及び15の標準工数によるものとする。 

   ﾊ) 床版ブラケット等 

     床版に縞鋼板、鋼床版、ブランクシート等の鋼材を使用する場合及び添加方式でブラッケ

ット等の鋼材を使用する場合においては、製作工数の算定等は、それらの鋼材を含めた鋼材

質量によるものとする。 

   ﾆ) その他 
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     同一形式、同一支間の橋梁が重連する場合には、第７章①・３・３－１・ (3)・2)の「重

連による工数の補正」によるものとする。 

 

  3) 鋼 脚 

   ｲ) アンカーボルトの取扱い 

     アンカーフレーム用アンカーボルトは製品価格とし、副資材費及び工場管理費の対象外と

する。（製品価格は、特別調査又は見積りによること。） 

ﾛ) 製作工数の補正 

    ① 重連による工数の補正 

      同一形式、同一骨組のものが複数ある場合に限り橋梁上部工に準じて補正する。 

    ② 門形鋼製橋脚は、全体で１基とし、柱部と梁部を分割して、柱部（２本）の重連補正は

行わない。 

    ③ ただし、門形鋼製橋脚のアンカーフレーム（２基）が、同一寸法の場合は、２連として

重連補正を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

      ・上記タイプの場合、Ａ・・・３連、Ｂ・・・２連、Ｃ・・・補正なし とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ・ＡとＢが同一の場合・・・２連補正 

    ・ＣとＤが同一でない場合・・・補正なし 

    ・ＡとＣが同一又はＢとＤが同一の場合・・・補正なし 

    ・柱Ａと柱Ｃ、柱Ｂと柱Ｄ、梁１と梁２すべてが同一の場合・・・２連補正 

     それ以外は補正なし。 

 

 

 

4) その他 

   ｲ) ケーブルクレーン等のアンカーフレームの製作工数は、 4.7工数を標準とする。 

   ﾛ) 排水装置は、現場着単価とし架設工に計上するものとし、製作、輸送費は計上しない。 

   ﾊ) 大型ゴム支承の間接工事費について 

P1 

（Aタイプ） 

P2 

（Bタイプ） 

P3 

（Cタイプ） 

P4 

（Bタイプ） 

P5 

（Aタイプ） 

P6 

（Aタイプ） 

梁１ 

柱Ａ 

柱Ｂ 

Ａ 

Ｂ 

梁２ 

柱Ｃ 

柱Ｄ 

Ｃ 

Ｄ 
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区   分 管理費区分 材料費・運搬費 

鋼   橋 
  材料費５ 

 （据付 ０） 

 物価資料等掲載条件 

 又は見積条件による 

 コンクリート橋 
  材料費０ 

 （据付 ０） 

 現場着単価 

 運搬費計上しない 

※コンクリート橋のゴム支承は、Ｂタイプ（水平分散型のいわゆる大型支承）を対象とする。 

   

 ﾆ) ゴム支承単価の取扱いについて 

     ゴム支承の単価については本書の「第Ⅰ編第14章3.(2)4)」による。 

 

２．橋梁塗装工  

 (1) 鋼橋の塗装仕様について 

  1) 鋼橋の外面用塗装仕様については、架橋地点の腐食環境の厳しさに十分耐えられる防食性能を有

していると同時に美観・景観性をできるだけ長期間保つために耐候性の良好な塗装系を採用するこ

とを標準とし、全層工場塗装とする。（Ｃ－５系） 

2) 鋼床版桁の上面については、舗装施工までの防錆のため無機ジンクリッチペイントを30μm塗布す

ることを標準とする。 

塗料使用量等については、下表を標準とする。 

前  処  理 工 場 塗 装 

素地調整 プライマー ２次素地調整 下塗り 

ブラスト処理 無機ジンクリッチプライマー 

160g／m2(15μm) 

ブラスト処理 無機ジンクリッチペイント 

300g／m2(30μm) 

 

  3) 箱桁型式で耐候性鋼材を使用する場合の内面については、内面塗装を行うことを標準とする。 

    また、内部鋼材については一般鋼材とする。 

 (2) メッキ 

    金属支承、伸縮継手、桝蓋、排水管、遮音壁用支柱・アンカーは溶融亜鉛メッキを標準とす

   る。 

(3) 供 用月数 につい て  

  塗装 工事（ 足場工及 び防護 工）の 供用月数 につい ては、 足場（及 び防護 工）設 置撤

 去日数 ＋各作 業日数及 び塗装 間隔を 考慮した ものと する。  

 

３．鋼橋架設工  

 (1) 架設用機械設備の供用日数（鋼橋）について 

    大規模工事とは「500ｔ以上又は連数の多い場合」とする。 

(2) ケーブルクレーン（エレクション）架設工法で、「橋梁架設工事の積算」(一般社団法人日本

建設機械施工協会)を参考にして積算する場合には、架設設備損料表の鉄塔支間長等の規格は直

近上位の値とする。 

 (3) 地組工の採用について 

    地組場所が確保できる場合は、地組を行い、架設機種（トラッククレーン、ケーブルクレー

ン等）の大きなものを採用し、支保工を削除又は減じ、経済比較する必要がある。 

    地組された最大長さ30ｍを超えるような地組は安全上好ましくないことが多いが、地組長の
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決定にあたっては事前の架設計画（架設設計）において十分検討すること。 

    なお、30ｍを超えない場合においてもＩ形断面桁を仮置き、吊り上げ時の横倒れ座屈に対し

て、照査を行っておくこと。 

 (4) 特殊工法等は「橋梁架設工事の積算」（一般社団法人日本建設機械施工協会）を参考とする。 

 (5) ベント設備の運用について 

    ベント設備の供用日数を算定する場合に、地組工と架設工を同時に施工する等の場合には、

地組日数（Ｂ）は計算に含めないものとする。 

 (6) 橋梁上部工の地履、壁高欄に使用するコンクリートは普通ポルトランドセメントとする。 

 （7）後打ちコンクリートとなる壁高欄は、別途第Ⅱ編第４章コンクリート工による。 

 

 （8）補助クレーン（ラフテレーンクレーン）の規格選定 

    ベント架設時最大部材質量で選定する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｒ 

 

Ｗ Ｃ 
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 (9) 鋼橋架設の積算について 

    ゴム製支承設置歩掛における、設置数の考え方は下記のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．桁輸送工  

  基準 書第７ 章①５． 桁輸送 費以外 の橋種に ついて は、別 途、見積 り等で 対応す るもの

と する。  

 

 

 

 

●一般型の支承設置数の換算 

  一般（機能一体型） 

●機能分離型の支承設置数の換算 

 

１基 

 

１基 

 

１基 

 

１基 

 
１基 

 

固定支持型 

 

変異拘束型 

弾性支持型 

変位拘束構造  

（アンカーバーなど）  

変位拘束構造  

（アンカーバーなど）  
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５．鋼橋上部工工事の積算体系  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※橋梁上部工を工場

製作と架設工事で分

離発注する場合、輸

送費は架設工事に計

上すること。 
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６．プレビーム桁製作工  

 プレビ ーム桁 をすべて 工場製 作で行 う場合は 、本単 価で現 場持込み 価格と して、 特別

調 査等を 依頼す ることと する。  

 なお、 間接費 の取扱い につい ては桁 等購入費 とし、 共通仮 設費の対 象額に は含め ない

も のとし 、シス テムにお いては 、管理 区分 [１ ]を設 定する こと。  

  

   （ 参考図 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

７．ＰＣ橋架設工  

 (1) ＰＣ桁材料単価の取扱い 

   1) ＰＣ桁単価 

   プレテンションＰＣ桁の単価は現場持込み価格とし、特別調査等を依頼することとする。 

  なお、両端の桁に含まれる地覆・壁高欄の立上げ鉄筋については、桁単価に含め単価調査

を行うこと。その際は、鉄筋の二重計上を行わないよう十分注意すること。 

   2) 専門業者に発注する場合も一般土木業者に発注する場合も同一の扱いとする。 

   3) ＰＣ桁の逆そりによる単価割増 

    (建設省Ｂ活荷重桁) 

   ・単純桁、連続桁、連結桁・・・逆そり、余盛コンクリートを含めて特別調査を行う 

   4) 主桁を伸縮継手又は連結部により、切欠いた場合であっても、主桁単価を修正しない。 

   5) 連結桁で主桁ＷＥＢを拡大した場合は、コンクリート数量のみ修正するものとし、その方

法はキャンバーの修正と同じとする。 

   6) 連結桁の単価調査に当たっては、１工事ごとの施工条件（本数低減率、逆そり余盛コンク

リート等）を明示すること。 

   7）後打ちコンクリートとなる壁高欄は、別途第Ⅱ編第４章コンクリート工による。 

 (2) ＰＣ桁１本当りの質量は、小数１位止とする。（小数第２位四捨五入） 

 (3) ＰＣ桁の標準そり調整量は、図面に標準○mmと表示する。 

また、横組工の逆そりによる調整コンクリートは、１式契約とし、設計変更の対象としない。 

 (4) 材料の巻上げ費の計上について 

    ＰＣ橋の鉄筋、型枠、鋼棒等の高架上の巻上げ費は計上しないものとする。なお、床版高欄

の鉄筋は吊上げ高さ５ｍ以上、若しくはクレーン類が必要と判断される場合は、基準書に従う

こととする。 
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 (5) 緊張工 

    あと埋めモルタルは計上しない。 

(6) ＰＣ上部での端部型枠は発砲スチロールとし、設置歩掛は、土木工事標準積算基準書第Ⅱ編

  第４章②型枠工、３－４撤去しない埋設型枠によるものとする。 

(7) 上部工が、ＰＣ及びＲＣで金属支承を使用する場合は、亜鉛メッキ支承を使用してもよい。 

 (8) ＰＣ橋の横組コンクリートは、普通ポルトランドセメントを標準とする。 

  (9) プレテンション桁の横組工を斜締めする場合の、定着部の形状はアンカープレートをテーパ

ー加工することを標準とする。 

    なお、やむを得ず桁を切り欠いて製作する場合のアンカープレートの単価の割増しは行わな 

    い。 

 (10) 架設桁による架設の架設機械据付解体歩掛には、第一径間への架設分が含まれている。 

 (11) プレテンション桁の製作工程について 

   桁製作日数は、２本／ベンチ・日を標準とし、養生日数は７日、準備・片付は２日とする。 

   （例） 13本×3径間（39本）製作の場合 

       桁製作（13本×3径間）÷（2本／ベンチ・日）＋7日（養生）＋2日（準備・片付） 

≒29日 

 (12) 排水管取付け金具インサートについて 

    ＰＣ桁製作時にインサートを設置する場合は、インサートの規格ファインセラミックスイン

サート（Ｍ12）の材料費だけを計上すること。 

(13) 工場製作桁の架設工事について 

   工場製作桁（プレテンション桁、プレキャストセグメント桁、プレビーム桁等）の架設につ

いては、「第２章 工事費の積算 10.主たる工種区分の運用について」による。 

 

８．ポストテンション場所打ホロースラブ橋工  

(1) 多径間となるポストテンション場所打ホロースラブ橋のＰＣ緊張工について、一括施工と分割施工

  の経済比較を行い決定する。 

  (2) 架設支保工について 

    場所打ちコンクリート床版橋（箱桁含む）の架設に用いる支保工については、転用を考慮し

て仮設材損料を設定しているため、全施工量（全空m3）を計上する。 

    なお、分割施工する場合のセット長は、１径間長とする。 

 

９．鋼製橋脚設置工  

    日当り架設量 

     算定式は基準書Ⅳ－７－⑲－３より 

 

 

 

 

 

 

 

 

     Ｗ 
Ｄk＝ 

0.78b＋1.8f 
 

Ｗ：鋼製橋脚総架設質量とは、１橋脚当たりの総質量 
ｂ：総架設ブロック数とは、１橋脚当たりのブロック数 
ｆ：鋼製橋脚１橋脚当りの柱本数 

 
とする。 
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10．橋梁下部工 

 (1) Ｔ型橋脚 

    橋台・橋脚工（１）の各規格による歩掛表の注意欄（１）に記載されている「Ｒ付型枠」は、

下図の橋脚のように柱から張り出し部分にかけて円弧状になっている橋脚に用いられているＲ

付型枠を指している訳ではない。 

   （Ｒ付型枠⇒柱部分の四隅の面取り部分のため使用） 

    よって、下図のような橋脚については、橋台・橋脚工（２）を使用して積算を行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

11．伸縮継手設置工  

 (1) 超速硬コンクリートの標準配合表（補修） 

    超速硬コンクリートの配合は下表を標準として使用してよいが、現場条件によりこれにより

難い場合は別途決定すること。 

    配合条件及び使用材料 

 ３Ｈ圧縮強度 セメント 粗骨材の最大寸法 

コンクリート 24Ｎ／mm2 ジェットセメント 20㎜ 

   

(2) 伸縮装置新設時の設計表示について 

 設計図書には、メーカー指定にならないように、形式〔突合せ、ゴム（軽量型、普通型）鋼

製（製作を除く）〕及び遊間のみ表示する。 

 (3) 伸縮装置を上部工で施工する場合のパラペット天端処理について 

    伸縮装置を上部工で施工する場合は、上部工の架設時期によってパラペット天端部(パラペッ

ト天端から30cm程度)のコンクリート打設の有無、打設コンクリートの規格を検討するものとし、

標準的な処理方法は次のとおりとする。 

    上部工の架設時期が１年以内     天端コンクリートは打設しない。 

    上部工の架設時期が１年以上      天端部の配力鉄筋の施工は行わず、18－８－40のコン

クリートで打設する。 

 

この部分にＲがついている→ 
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12．橋面防水工  

 (1) シート系と塗膜系の使い分けについて 

積算はシート系と塗膜系で経済性を比較したうえで決定することを基本とする。 

 (2) 防水層上にアスファルトコンクリートを舗設する場合にはタックコートの散布はしない。 

 (3) コンクリート床版の防水について 

橋梁新設時に床版防水層を設置する場合は、橋面全面に施工する必要がある。 

  

  

13．仮設材（支保工）の賃料に係る基本料等の計上について  

下表の施工歩掛コードによって支保工の基本料等を計上する場合は、下表を参照して物価資

料から必要な価格を算出して計上するものとする。 
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第１章  公園植栽工 

 

 

 

 

 

     １．植栽工 ······················································· Ⅴ－１－１ 

 

 

 



Ⅴ－1－1 

第１章 公園植栽工 

 

１．植 栽 工 

（1）植栽工（植物材料、＜芝、樹木等＞） 

植物材料の担保（枯れ補償）は原則として12箇月とする。 

（2）植物材料の現場搬入は産地出荷→現地着→即、植栽の順序が迅速に行われるのが妥当であるが、

工程の関係で現場にて仮養生しなければならない場合は、共通仮設費に仮養生を見込んでよい。 

（3）張芝工において現地を考慮し、必要に応じて、芝串を計上すること。 

 

 



 

 

 

 

第 Ⅵ 編 土木工事標準単価

  及び市場単価 

 

 

 

 

  第１章 土木工事標準単価 ·························· Ⅵ－１－１ 

  第２章 市場単価 ·································· Ⅵ－２－１ 
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     １．区画線の積算について ········································· Ⅵ－１－１ 
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第１章 土木工事標準単価 

 

１．区画線の積算について 

 (1) 溶融式区画線については、JIS K5665 3種1号（ガラスビーズの含有量15～18%）を適用するこ

とを原則とする。その他の規格を適用する場合は、別途、設計図書（図面等）に条件を明示す

るものとする。 

 (2) 区画線（矢印・記号・文字）については、以下を標準とする。 

  1) 塗布面積を幅15cmで換算した延長により単価表を作成する。 

  2) 内訳書等での設計表示単位は、「ｍ」でなく［箇所］により計上する。 

3) 寸法等は設計図に明示するものとする。 

4) 溶融式を標準とする。 

(3) 黄線等、交通規制の標示は原則として本市では施工を行わないものとする。ただし、オーバ

レイ等で既に標示してあるものについては現状復旧として施工してよい。 

(4) 文字、数字、記号の施工延長の換算については「路面標示ハンドブック」（全国道路標識・

標示業協会発行）の路面標示施工延長換算表を参照すること。 

 



 

 

 

第２章   市場単価  
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第２章 市場単価  

 

１．市場単価方式による積算の運用について  

 （1）近接工事の調整を行う追加工事での取扱い 

   追加工事における市場単価の適用において、施工規模は現工事の施工規模を考慮せず、単独工

事の扱いとして施工規模による市場単価を採用する。 

 

２．法面工  

(1） 植 生 ネ ッ ト 工  

本市場単価において適用できる歩掛対象製品規格は、物価資料を参照すること。 

（2）現場吹付法枠工 

  「吹付法枠工」において、「グランドアンカー」又は「ロックボルト」を使用する場合は、契

約図面において「主アンカー」の表示はしない。 

   （解説） 

「吹付法枠工」の型枠を設置する前に、「グランドアンカー」又は「ロックボルト」を施工する場合は、そ

れらに支障を及ぼさない範囲で枠の鉄筋を固定できるため、「主アンカー」を使用しないケースがある。 

  また、「吹付法枠工」を施工した後に、「グランドアンカー」又は「ロックボルト」を施工する場合は、

「吹付法枠工」施工の際には鉄筋を固定するために「主アンカー」は必要となります。 

  したがって、「グランドアンカー」又は「ロックボルト」の施工について、設計上の定めがない場合につ

いては、「主アンカー」の施工の有無は任意とし、契約図面は表示しないこととする。 

(3) モルタル・コンクリート吹付工 

  1) 吹付工法、厚さについては、設計便覧（案）（第３編道路編）｢のり面の保護｣を参照する。 

  2) コンクリート吹付工のコンクリート配合の骨材最大寸法は15㎜とする。 

  3) コンクリート、モルタル吹付の縦収縮目地は平滑な場合設置し、ラス張りは切断せずラスよ

り上に瀝青繊維質板(t＝10m／m)を施工すること。 

※ 平滑な場合とは、目地材が、ほぼ直線的に設置できる程度をいう。 

  4) セメント材料は高炉セメントを標準とし、特別な場合は普通セメントとする。 

※ 特別な場合とは、セメントの入荷状況並びに地域特性及び施工時期等を考慮する場合を

いう。 

  5) 菱形金網、スぺーサ、アンカーピン、目地及び水抜きパイプ等については諸雑費に含まれて

いる。 

  6) 吹付法枠工については次のとおりとする。 

   ｲ) 吹付法枠の設計手法は、「のり枠工の設計・施工指針」（全国特定法面保護協会）による

ものとする。 

   ﾛ) 吹付法枠工の設計基準強度は、「設計便覧」、「のり枠工の設計・施工指針」（全国特定

法面保護協会）に基づき、モルタルの設計基準強度σCK＝18Ｎ/mm2として設計するものとす

る。 

   ﾊ) 吹付法枠はモルタルの施工を標準とする。 

 （参考）水切モルタル・コンクリートの取扱いについて 

  枠内排水は水抜きパイプを基本とするが、水切モルタル・コンクリートの採用においては、枠内

吹付および現地状況を勘案する。詳細は以下のとおり。 

   【枠内吹付がモルタル等】水抜きパイプの詰まる可能性が低いことから、水抜パイプを基本と

する。 
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   【枠内吹付が植生基材等】現地状況を勘案のうえ、水切りモルタル・コンクリートとして良い。 

    ※上記については、設計では水抜きパイプとし、現場施工において必要に応じて変更を行っ

ても良い。 

   【吹付枠の最下段】水抜パイプの設置が困難である事から、水切りモルタル・コンクリートと

する。 

 (4) 種子吹付工 

  1) 種子配合は、基準書Ⅵ－２－④－５ 表２．６に示す種子を主体とする場合に適用し、これ

以外は別途見積りによるものとする。 

    なお、種子の配合については、周辺環境や生態系に配慮したものを選定することを基本とす

る。 

2) 厚層基材吹付工の厚さについては次表を標準とするが、現場条件等により適宜検討する場合

はこの限りでない。 

土  質 吹付厚さ（㎝） 

レ キ 質 土 ３ 

軟    岩 ５ 

中硬岩・硬岩 ７ 

 

(5) 芝付工 

  1) 種子帯及び筋芝工 

    種子帯の規格は幅15㎝とする。 
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３．道路植栽工  

 (1) 高  木 

                              （１本当たり） 

形

状 

幹   周 

(cm) 

鉢径 

(cm) 

鉢の

深さ

(cm) 

植穴

径 

(cm) 

植穴

深さ 

(cm) 

鉢容量 

 (m3) 

鉢穴 

容量 

(m3) 

残土量注１ 改良材注２ 

バーク 

堆肥 

(m3) 

下水汚泥 

発酵堆肥 

(m3) 

バーク堆肥 

(kg) 

下水汚泥 

発酵堆肥 

(kg) 

高 

 

 

木 

10未満   33     25    69     37  0.017   0.090    0.035    0.021     9.1     2.7 

10以上 15 〃   38     28    75     40  0.028   0.140    0.06     0.034    14.0     4.2 

15 〃  20 〃   47     33    87     46  0.061   0.270    0.11    0.071    26.1     7.8 

20 〃  25 〃   57     39    99     53  0.110   0.440    0.19     0.127    41.3    12.4 

25 〃  30 〃   66     45   111     59  0.170   0.650  0.29    0.194   60.0   18.0 

30 〃  35 〃   71     48   117     62  0.210   0.760  0.35     0.238   68.8   20.6 

35 〃  45 〃   90     59   141     75  0.400   1.340  0.64    0.447   117.5   35.3 

45 〃  60 〃  113     74   171     90  0.740   2.280  1.13     0.817  192.5    57.8 

60 〃  75 〃  141     91   207    109  1.320   3.700  1.92     1.439  297.5    89.3 

75 〃  90 〃  170    108   243    128  2.080   5.450  2.92     2.25  421.3  126.4 

注1）残土量：鉢容量＋（鉢穴容量－鉢容量）×改良材混入率*1         *1：バーク堆肥（0.25）、下水汚泥発酵堆肥（0.05） 

注2）改良材(kg)：（鉢穴容量－鉢容量）×改良材混入率*1×改良材比重*2    *2：バーク堆肥（500kg/m3）、下水汚泥発酵堆肥（750kg/m3） 

注3）改良材としてバーク堆肥を選定する場合は、「緩効性肥料（IB 化成）」を土壌１m3 当たり2.5kg併用すること 

例）幹周 35 以上 45 未満の場合 

IB 化成併用量：（鉢穴容量－鉢容量）×2.5kg＝（1.340－0.400）×2.5＝ 2.4 (kg/本) 

 

 (2) 中 低 木 

                               （１本当たり） 

形

状 

樹    高 

(cm) 

鉢径 

(cm) 

鉢の

深さ 

(cm) 

植穴

径 

(cm) 

植穴

深さ 

(cm) 

鉢容量 

(m3) 

鉢穴 

容量 

(m3) 

残土量注１ 改良材注２ 

バーク 

堆肥 

(m3) 

下水汚泥 

発酵堆肥 

(m3) 

バーク堆肥 

(kg) 

下水汚泥 

発酵堆肥 

(kg) 

中 E 

 

低 

 

木 

30未満   15      8    29     23  0.001   0.015    0.005    0.002     1.8     0.5 

 30以上 50 〃   17     10    33     26  0.002   0.022    0.007     0.003     2.5     0.8 

 50 〃  80 〃   20     12    37     28  0.004   0.030    0.011    0.005     3.3     1.0 

 80 〃  100 〃   22     13    41     31  0.005   0.040    0.014     0.007     4.4     1.3 

100 〃  150 〃   26     16    46     35  0.008   0.057    0.020    0.010    6.1    1.8 

150 〃  200 〃   30     19    54     40  0.013   0.090  0.032     0.017    9.6    2.9 

200 〃  250 〃   35     23    61     46  0.022   0.133  0.050    0.028    13.9    4.2 

250 〃  300 〃   40     26    69     51  0.032   0.188  0.071     0.040   19.5     5.9 

注1）残土量：鉢容量＋（鉢穴容量－鉢容量）×改良材混入率*1         *1：バーク堆肥（0.25）、下水汚泥発酵堆肥（0.05） 

注2）改良材(kg)：（鉢穴容量－鉢容量）×改良材混入率*1×改良材比重*2    *2：バーク堆肥（500kg/m3）、下水汚泥発酵堆肥（750kg/m3） 

注3）改良材としてバーク堆肥を選定する場合は、「緩効性肥料（IB 化成）」を土壌１m3 当たり2.5kg併用すること 

例）樹高150以上200未満の場合 

IB 化成併用量：（鉢穴容量－鉢容量）×2.5kg＝（0.090－0.013）×2.5＝ 0.2 (kg/本) 

 

 

 

 

       樹木の根鉢寸法等 

 

 

 

 

 

（3）みやこ杣木を使用した道路緑化支柱について 

「みやこ杣木」（防腐加工なし）を使用した道路緑化支柱について、適用基準（別紙１）設置

単価及び材料単価を次ページ以降に掲載する（植樹割増の有無に関わらず適用できる）。 
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みやこ杣木を使用した道路緑化支柱の適用基準  

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は、京都市内において、みやこ杣木※（防腐加工なし）を使用して道路の緑化支柱を設置する場合に適用す

る。なお、高木とは樹高３ｍ以上とする。 

※ 「みやこ杣木」とは、京都市木材地産表示制度実施要綱第２条に規定する京都市認証木材のことをいう。 

    

１－１ 支柱設置単価及び支柱材料単価が適用出来る範囲 

(１) 道路の緑化支柱設置工。 

 １) 支柱の材質は、みやこ杣木とし、防腐加工がほどこされていないもの。 

１－２ 支柱設置単価及び支柱材料単価を適用出来ない範囲 

(１) 特別調査等別途考慮するもの。 

１）規格・仕様等が適合せず、本単価が適用出来ない場合。 

  （２） 道路植栽工の市場単価が適用できるもの。 

 

２． 施工歩掛 

（２） 支柱設置 

  支柱設置は、建込み、結束からなり、支柱形式別歩掛は、次表を標準とする。 

名 称 単位 

植樹100本当り 

二脚鳥居 
支  柱 
(添木なし ) 

三脚鳥居 
 

支  柱 

二脚鳥居 
 

組合せ  

八ｯ掛 
 

支  柱 

土 木 一 般 
世 話 役 人 1.3 1.9 3.6 2.0 

造 園 工 〃 7.7 10.3 20.6 11.1 

普 通 作 業 員 〃 4.4 6.0 11.9 6.4 

諸 雑 費 率 ％ 6 5 6 5 

（注）１．諸雑費は、ハンマ、ペンチ、きり、かけや、緑化テープ、しゅろ縄、洋釘、鉄線等の費用

であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた額を上限として計上する。 

２．適用範囲外の支柱を用いる場合、又は、現場条件により、上表により難い場合は、別途考慮する。 

３．上表には、100ｍ程度の現場内小運搬を含む。  

 

３． 支柱設置単価及び支柱材料単価の規格・仕様と適用基準 

 道路緑化支柱の設置単価及び材料単価の規格・仕様と適用基準は、下表のとおりである。 
 

表２．１ 支柱設置 

区 分 支 柱 形 式 単位 

高 木 

二脚鳥居  添木無  本 

三脚鳥居           本 

二脚鳥居組合せ     本 

八ツ掛 本 

(注)単位の“本”は、樹木１本当りとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙１）  
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表２．２ 規格・仕様と適用基準 

規 格・ 仕 様 記号 適 用 基 準 補正係数 

施 工 規 模 

Ｓ 0 50 本以上 0% 

Ｓ 1 10 本以上 50 本未満 10% 

Ｓ 2 10 本未満 20% 

時 間 的 制 約 を 

受 け る 場 合 
Ｋ 1 

通常勤務すべき１日の作業時間（所定労働時間）を７時間以下４時間以上に制

限する場合。 
1.10 

夜 間 作 業 Ｋ 2 
通常勤務すべき時間（所定労働時間）帯を変更して、作業時間が夜間（20 時～

6 時）にかかる場合。 
1.30 

施

工

場

所 

歩 道 Ｋ 3 供用区間のうち、歩道又は、車道と歩道の間に設置した植栽地で施工する場合 1.00 

交通島 Ｋ 4 
供用区間のうち、交差点において車両を導流するための導流島及び歩行者の安

全を確保するために設けられた安全島及び植栽地で施工する場合 
1.00 

中 央 

分離帯 
Ｋ 5 

供用区間のうち、交通の分流制御を目的とした中央分離帯等に設けられた植栽

地で施工する場合 
1.10 

環 境 

緑地帯 
Ｋ 6 

供用区間のうち、幹線道路の沿道の生活環境を保全するための環境施設帯（駐

車帯、道の駅等）に設けられた植栽地で施工する場合 
0.85 

未 供 用 

区 間 
Ｋ 7 未供用区間で施工する場合 0.85 

(注) １ 補正係数は加算率（S）、補正係数（K）とする。 

２ 施工規模加算率（Ｓ 1）又は（Ｓ 2）と時間的制約を受ける場合の補正係数（Ｋ 1）が重複する場 

合は、施工規模加算率のみを対象とする。 

３ 工事の支柱を設置する高木の合計数量で判定する。 

   ４ 現道上であっても、一般交通の影響をほとんど受けずに作業実施可能な施工場所（通行止区間等） 

は未供用区間とする。 

５ 植樹割増の有無に関わらず、適用できる。 

 

４． 直接工事費の算出 

 

直接工事費＝（設計単価（注）×設計数量） 

(注) 設計単価＝（標準の設置費＋支柱材料）×（１＋ Ｓ 0 or Ｓ 1 or Ｓ 2／100） 

×（Ｋ 1 × Ｋ 2 ×……× Ｋ 7） 

 

５． 緑化支柱の補正計算例 

 

   支柱工種：二脚鳥居支柱（添木無） 

   施工規模＝40本 

   施工規模補正＝10本以上50本未満（Ｓ 1）＝10% 

   施工場所補正＝中央分離帯（Ｋ 5）＝1.10 

    

標準の設置費（A）＝（（土木一般世話役×1.3）＋（造園工×7.7） 

＋（普通作業員×4.4）＋（諸雑費（6%＋まるめ）））/100 

 

   支柱材料費（B）＝（杉切丸太（みやこ杣木）末口60×長600）×1本 

            ＋（杉切丸太（みやこ杣木）末口60×長1800）×2本 

 

   設計単価＝（A＋B）×（1＋10/100）×1.10 

        

 

 

 

 

 

※計算例における補正係数 1.210 

端数処理は、少数第３位までとし、 

４位以下を四捨五入する。 
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  土木積算システムにおける手順 

  【内訳書】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【補正前の１次単価表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【属性変更（単価補正）】 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  ※補正係数は各工事の施工条件（表２．２）で決定すること。 

 

 

 

 

 

 

※※※※  

▽▽▽▽  

□□□□  

▲▲▲▲  

○○○○  

◇◇◇◇  

●●●●●  

△△△△  

▼▼▼▼  

◆◆◆◆  

 〇〇〇  

 □□□  

■■■■  

補正係数を入力する。※ 

労務費、材料費の単価補正を行う。 

〇〇〇工  

〇〇〇工  

△△△△  

□□□□  

▲▲▲▲  

●●●●  ◎◎◎◎  

みやこ杣木二脚鳥居支柱用丸太  

600x60,防腐処理無 ,皮むき加工  

Z330650010 

みやこ杣木二脚鳥居支柱用丸太杭  

1800x60,防腐処理無 ,皮むき加工  

Z330650020 

△△△△  

◆◆◆◆  
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  【補正後の１次単価表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□□□□  ◆◆◆◆  

▼▼▼▼  

 

◇◇◇◇  

※※※※  △△△△  

○○○○   □□□  

▲▲▲▲   〇〇〇  

□□□□  

▽▽▽▽  ◎◎◎◎  

補正係数が表示される。 

みやこ杣木二脚鳥居支柱用丸太  

600x60,防腐処理無 ,皮むき加工  

Z330650010 

みやこ杣木二脚鳥居支柱用丸太杭  

1800x60,防腐処理無 ,皮むき加工  

Z330650020 
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４．鉄筋挿入工（ロックボルト工）  

(1）鉄筋挿入工（ロックボルト工）の足場工の計上について 
  

     足場工の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          足場工（空ｍ3）＝Ａ×（Ｌ＋1.0ｍ×２） 

 

 

 

 

 

 

･  ･  ･  ･  ･ 

･  ･  ･  ･  ･ 

･  ･  ･  ･  ･ 

･  ･  ･  ･  ･ 

 

 鉄筋挿入工  設置延長(Ｌ) 

鉄筋挿入 
3.0m 

 
3.0m 

 
3.0m 

3.0m 

足場面積(Ａ) 
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第１章  機械経費関係 

 

 

 

 

 

     １．建設機械等損料算定表について ································ Ⅹ－１－ １ 

     ２．建設機械等賃料積算基準の運用について ························ Ⅹ－１－ ２ 

     ３．建設機械等賃料積算基準の扱いについて ························ Ⅹ－１－ ３ 

     ４．建設機械賃料について ········································ Ⅹ－１－ ４ 

     ５．請負工事機械経費積算要領の運用について ····················· Ⅹ－１－ ６ 

 

     ６．低騒音型建設機械 ············································ Ⅹ－１－ ８ 
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第１章 機械経費関係  

 

１．建設機械等損料表について  

 (1) 基本事項 

    建設機械損料・賃料、建設用仮設材損料・賃料等の積算上の取扱いについては、「令和８年

度版 建設機械等損料表」（一般社団法人日本建設機械施工協会発行）によるものとし、本書で

は「令和８年度版 建設機械等損料表」に記載されていない運用方針等について記述する。 

 (2) 「令和８年度版 建設機械等損料表」に記載されている主な関係通達 

    ・請負工事機械経費積算要領 

    ・請負工事機械経費積算要領別表第１「建設機械等損料算定表」 

    ・建設機械損料の算定について 

    ・建設機械等賃料積算基準 

    ・建設用仮設材損料算定基準 

    ・建設用仮設材賃料積算基準 

    ・建設用仮設材賃料積算基準の運用について 
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２．建設機械等賃料積算基準の運用について  
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３．建設機械等賃料積算基準の扱いについて  
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４．建設機械賃料について  
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＜京都市建設局運用＞ 

１．「新土木工事積算システム」を「京都市土木積算システム設計単価」と読み替えて運用する。 

２．「京都市土木積算システム設計単価」に登録がない建設機械等賃料を計上する場合、特に定め

がない限り、長期補正済みの単価を採用することを標準とする。 

３．長期補正を行わない場合は、別途、設計図書（見積参考資料等）に条件明示を行う。 

４．長期補正（長期契約の割引率）については物価資料で確認すること。 
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５．請負工事機械経費積算要領の運用について  

(1) 交代制 作業の 損料補 正  

機 械 損 料 が 運 転 日 単 位 又 は 供 用 日 単 一 の 単 位 で 定 め ら れ て い る 機 械 を 、 二 交 替 制 作

業 又 は 三 交 替 制 作 業 若 し く は こ れ ら に 準 ず る 作 業 （ １ 日 の 通 常 の 使 用 時 間 を 超 え て 長

時 間する 作業） に使用す るとき は、下 記により 補正し てもよ い。  

   た だ し 、 供 用 １ 日 当 た り 換 算 値 「 （ 15） 欄 」 を 適 用 す る 場 合 は 、 補 正 の 対 象 と し な

い 。  

1)   運転日 単位の 機械      

 12＜Ｔ≦ 18 18＜Ｔ≦ 24 

運 転１日 当り損 料  50%増  100%増  

（注）補正は、損料表(9)欄（運転1時間当り損料）において、運転日当り損料として（日）を掲載してい

る損料を対象とする。 

 

2)   供用日 単一の 機械      

 12＜Ｔ≦ 18 18＜Ｔ≦ 24 

供 用１日 当り損 料  25%増  50%増  

ただし、Ｔ：運転日１日当り運転時間（ｈ） 

 

(2) 交替制 作業の 損料補 正の対 象外機 械  

次 表 に 示 す 機 械 は 、 特 定 作 業 専 用 機 械 （ 損 料 が 交 替 制 作 業 と し て 体 系 付 け ら れ て い

る ） 及 び 設 置 状 態 の 機 器 （ 交 替 制 作 業 で あ っ て も 損 耗 、 修 理 の 度 合 に 変 化 が な い ） で

あ り 、 交 替 制 作 業 の 損 料 補 正 は 行 わ な い も の と す る が 、 次 表 に 示 さ れ て い る 機 械 の う

ち で 、 機 械 損 料 が 運 転 時 間 単 位 で 定 め ら れ て い る 機 械 に つ い て は 、 １ 日 の 運 転 時 間 を

算 出 し 、 １ 日 の 運 転 時 間 を 供 用 日 当 た り 運 転 時 間 に 換 算 し た 時 間 が 損 料 表 上 の 供 用 日

当 り運転 に比べ て著しく 相違す る場合 （±20％ を超え る）は 損料を補 てんす る。  

た だ し 、 供 用 １ 日 当 り 換 算 値 「 （ 15） 欄 」 を 適 用 す る 場 合 は 、 補 正 の 対 象 と し な い 。  
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運 転日又 は、供 用日当り 損料機 器の交 替制作業 による 損料補 正の対象 外につ いて  

 

請 負 工 事 機 械 経 費 積 算 要 領 の 第 ５ 項 に 示 す 、 交 替 制 作 業 に よ る 補 正 の 対 象 と し な い 機 器

は 次のと おりと する。  

（ 1） ト ン ネ ル 工 事 及 び ニ ュ ー マ チ ッ ク ケ ー ソ ン エ 事 等 の 交 替 制 作 業 が 標 準 の 工 事 に 一 般

的 に使用 される 機器。  

（ 2） 可 動 部 が 少 な く 、 通 常 定 置 状 態 で 使 用 さ れ る 機 器 、 但 し 、 作 業 に よ り 消 耗 が は げ し

い 機器は 除く。  

交 替制作 業によ る損料補 正対象 外機種  
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６．低騒音型建設機械 

 

別紙－１

平成１４年８月２８日 

 

「低騒音型･低振動型建設機械の指定に関する規程」附則第２項（経過措置）に定めるみなし機

械の扱いについて（通知） 

 

１．概 要 

 騒音規制法において、建設工事として行なわれる作業のうち、著しい騒音を発生する作業で

あつて政令で定めるものを「特定建設作業」といい、指定された地域内で特定建設作業を伴う

工事を実施しようとするものは、都道府県知事（政令指定都市の場合は市長）に届け出ること

となっています。 

 本市においては、都市計画法の用途地域として定められた区域（ただし、工業専用地域を除

く）を騒音規制法による指定地域としており、そこで別紙のとおり定められた特定建設作業を

行う場合は、京都市長に届け出る必要があります。（土木請負工事必携２葉の２ １３－１～

参照） 

 ただし、特定建設作業のうち、ﾊﾞｯｸﾎｳ、ﾄﾗｸﾀｼｮﾍﾞﾙ及びﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞを使用する一定の条件以上

の作業について、「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規程」（平成９年建設省告示

第１５３６号）で低騒音型建設機械の指定を受けたものを使用する場合、特定建設作業から除

外されることとなっています。（土木請負工事必携２葉の２ １３－１１） 

 また、この規程では、同規程が施行された際に、経過措置として現に使用されている機械で

あって指定機械と同等以上騒音が低減されたと認めた機種については、平成１４年９月３０日

までの間、指定機械とみなす（みなし指定）こととなっています。 

 以上より、平成１４年１０月１日から、施工中の工事及び着工予定の工事で平成９年９

月３０日までの指定機械（ﾊﾞｯｸﾎｳ、ﾄﾗｸﾀｼｮﾍﾞﾙ及びﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞの３機種を使用する作業で条

件に該当するもの）により施工する場合について、騒音規制法による届出（請負者による

届出）が必要となりますので注意してください。 

 

２．本市発注工事について（建設局運用） 

 今後発注する工事で特定建設作業が含まれるものについては、特記仕様書に次の項目を入れ

ることとします。  

（環境対策） 

 第○○条 

 第○○条において、使用機械は低騒音型を使用することとしているが、本工事施工箇所が

騒音規制法による指定地域のため、特定建設作業のうち、ﾊﾞｯｸﾎｳ、ﾄﾗｸﾀｼｮﾍﾞﾙ及びﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ

を使用する一定の条件以上の作業について、やむをえず低騒音型機械を使用できない場合

は、同法に基づく届出を行わなければならない。（土木請負工事必携２葉の２ 13-9～参

照） 

 なお、平成１４年１０月１日から、みなし指定機械（昭和58年から平成9年4月30日の間

に、建設大臣から低騒音型の指定を受けた機械）については、低騒音型機械に該当しなくな

るため、その使用にあたっては、同法に基づく届出を行わなければならない。 

 あわせて、振動規制法にも該当するため同法に基づく届出を行わなければならない。 

 

   部分は必要に応じ記載するものとする。 

 

みなし指定機械：昭和58年から平成9年9月30日までの間に低騒音の指定を受けた機械は全て該当し 

ます。 
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別紙－２
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参 考 

 

 ◎ 平 成 １ ４ 年 ９ 月 ３ ０ 日 を も っ て 指 定 が 取 り 消 さ れ る ｢み な し 機 械 ｣に 添 付 さ れ て い る ス   

テッカ－（ ’89ラベル）  

 

◎  今後も低騒音型として扱われる建設機械に添付されているステッカー（ ’97ラベル）  
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第２章 クローラクレーン・トラック

クレーン・オールテレーンク

レーン・ラフテレーンクレー

ンの規格別作業能力表 



Ⅹ－2－1 

第２章 クローラクレーン・トラッククレーン 

・オールテレーンクレーン・ラフテレーンクレーン 

の規格別作業能力表 

 
 

 (1) 定格総荷重は、水平堅土上における値であり、転倒荷重の78％以内である。トラッククレー

ン・ラフテレーンクレーンの場合は、アウトリガー使用時、全周吊の値を示す。 

 (2) 定格総荷重＝定格荷重＋フックブロック質量等 

   定格荷重は、実際にフックにより吊り上げられる荷重で、定格総荷重からフックブロック等の

吊り具の質量に相当する荷重を控除した荷重をいう。 

 (3) 最大作業半径（ｍ）とは、定格総荷重における最大作業半径をいい、フック地上最高高さはク

レーン水平設置面から吊フックまでの垂直距離をいう。（一般図参照） 

 (4) 使用に当たっては、吊ワイヤ代及び吊り上げ容積等を考慮し現場条件等を勘案の上機種規格を

決定する。 

 (5) （ ）内の数値は作業半径を示し、地上最高高さ及び定格総荷重は、その数値の時の値を示す。 

 (6) フックブロック質量の計上（表１） 

    該当する機種、規格欄に示されている各種のフックブロックは、吊り上げ荷重により選定する。 

    なお、該当する吊上げ荷重がない場合は、直近上位の値を選定する。 

   （例）作業能力表により選定されたクローラクレーン（油圧）の規格を50ｔ吊とすると、吊り

げ荷重20ｔの場合では、フックブロック質量は 230㎏を選定する。 

 

表１ フックブロック質量表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吊り上げ荷重（ｔ） フックブロック質量（㎏）

４．９         １００ 

  ７．０         １００ 

 １０．０         １００ 

 １６．０         １７０ 

 ２０．０         ２３０ 

 ２５．０         ２８０ 

 ３０．０         ３６０ 

 ３５．０         ４００ 

 ４０．０         ４５０ 

 ４５．０         ５００ 

 ５０．０         ７５０ 

 ５５．０         ７５０ 

 ６０．０         ８００ 

 ６５．０         ８２０ 

 ７０．０         ８２０ 

 ８０．０       １,４４０ 

 ９０．０       １,４４０ 

１００．０       １,８００ 

１２０．０       ２,３００ 

１３０．０       ２,６５０ 

１５０．０       ２,６５０ 

１６０．０       ２,７００ 

２００．０       ２,８００ 

２５０．０       ４,５００ 

３００．０       ５,３００ 

 ３６０．０       ７,７００ 

 ４５０．０       ８,４００ 

旋
回
中
心 

作業半径

フ
ッ
ク
の
地
上 

 
 

 
 

最
高
高
さ 

一 般 図 



X
－
2
－
2



X
－
2
－
3



X
－
2
－
4



X
－
2
－
5



X
－
2
－
6



X
－
2
－
7



X
－
2
－
8



X
－
2
－
9



X
－
2
－
1
0



X
－
2
－
1
1



X
－
2
－
1
2



X
－
2
－
1
3



X
－
2
－
1
4



X
－
2
－
1
5



X
－
2
－
1
6



X
－
2
－
1
7



X
－
2
－
1
8



X
－
2
－
1
9



X
－
2
－
2
0



X
－
2
－
2
1



X
－
2
－
2
2



X
－
2
－
2
3



X
－
2
－
2
4



X
－
2
－
2
5



X
－
2
－
2
6



X
－
2
－
2
7



X
－
2
－
2
8



X
－
2
－
2
9



X
－
2
－
3
0



X
－
2
－
3
1



X
－
2
－
3
2



X
－
2
－
3
3



X
－
2
－
3
4



X
－
2
－
3
5



X
－
2
－
3
6



X
－
2
－
3
7



X
－
2
－
3
8



X
－
2
－
3
9



X
－
2
－
4
0



X
－
2
－
4
1



X
－
2
－
4
2



X
－
2
－
4
3



X
－
2
－
4
4



X
－
2
－
4
5



X
－
2
－
4
6



X
－
2
－
4
7



X
－
2
－
4
8



X
－
2
－
4
9



X
－
2
－
5
0



X
－
2
－
5
1



X
－
2
－
5
2



X
－
2
－
5
3



X
－
2
－
5
4



X
－
2
－
5
5



X
－
2
－
5
6



X
－
2
－
5
7



X
－
2
－
5
8



X
－
2
－
5
9



X
－
2
－
6
0



X
－
2
－
6
1



X
－
2
－
6
2



X
－
2
－
6
3



X
－
2
－
6
4



X
－
2
－
6
5



X
－
2
－
6
6



X
－
2
－
6
7


	参考資料　表紙
	第 Ⅳ 編 道 路
	第７章 橋梁工
	１ ． 鋼橋製作工
	２ ． 橋梁塗装工
	３ ． 鋼橋架設工
	４ ． 桁輸送工
	５ ． 鋼橋上部工工事の積算体系
	６ ． プレビーム桁製作工
	７ ． Ｐ Ｃ 橋架設工
	８ ． ポストテンション場所打ホロースラブ橋工
	９ ． 鋼製橋脚設置工
	10．橋梁下部工
	11． 伸縮継手設置工
	12． 橋面防水工
	13． 仮設材（ 支保工） の賃料に係る基本料等の計上について


	第 Ⅴ 編 公 園
	第１章 公園植栽工
	１ ． 植 栽 工


	第 Ⅵ 編 土木工事標準単価及び市場単価
	第１章 土木工事標準単価
	１ ． 区画線の積算について

	第２章 市場単価
	１ ． 市場単価方式による積算の運用について
	２ ． 法面工
	３ ． 道路植栽工
	４ ． 鉄筋挿入工（ ロックボルト工）


	第 Ⅹ 編 建設機械等損料関係
	第１章 機械経費関係
	６ ． 低騒音型建設機械

	第２ 章 クローラクレーン・トラッククレーン・オールテレーンクレーン・ラフテレーンクレーンの規格別作業能力表





